
東庄町合併処理浄化槽設置補助金交付要綱 

平成３年５月１日 

告示第１２号 

（目的） 

第１条 この要綱は、合併処理浄化槽を設置する者に対し、合併処理浄化槽設置

補助金（以下「補助金」という。）を交付することにより、合併処理浄化槽の

整備促進を図り、し尿と雑排水を併せて処理する事による生活環境の保全及び

公共用水域の水質汚濁防止に資することを目的とする。 

（用語の定義） 

第２条 この要綱において、次の各号に掲げる用語の定義は、それぞれ当該各号

に定めるところによる。 

（１） 合併処理浄化槽 浄化槽法（昭和５８年法律第４３号）第２条第１号

に規定するし尿と雑排水を併せて処理する浄化槽であつて、生物化学的酸素

要求量（以下「BOD」という。）除去率９０％以上、放流水のBOD２０mg

／l（日間平均値）以下の機能を有するものであり、かつ、合併処理浄化槽設

置整備事業における国庫補助指針（平成４年１０月３０日付け衛浄第３４号

厚生省浄化槽対策室長通知。以下「国庫補助指針」という。）が適用される

ものにあっては、国庫補助指針に適合する機能を有するもの 

（２） 高度処理型合併処理浄化槽 合併処理浄化槽のうち、放流水の総窒素

濃度が１０mg／l（日間平均値）以下又は総りん濃度１mg／l（日間平均値）

以下の機能を有するもの又はBODの除去率が９７％以上で、かつ、放流水の

BOD５mg／l（日間平均値）以下の機能を有するもの 

（３） 変則合併処理浄化槽 建築基準法（昭和２５年法律第２０１号）第３

８条の規定により国土交通大臣の認定を得たもの 

（４） 単独処理浄化槽 平成１３年３月３１日以前に設置された便所と連結

してし尿を処理し、下水道法（昭和３３年法律第７９号）第２条第６号に規

定する終末処理場を有する公共下水道以外に放流するための設備又は施設で

あつて、同法に規定する公共下水道及び流域下水道並びに廃棄物の処理及び

清掃に関する法律（昭和４５年法律第１３７号）第６条第１項の規定により



定められた計画に従つて市町村が設置したし尿処理施設以外のもの  

（５） 放流先のない場合の処理装置 千葉県浄化槽取扱指導要綱の規定によ

り定められた放流先がない場合の浄化槽放流水の処理に係るガイドライン

（以下「ガイドライン」という。）の基準に適合している蒸発拡散装置のこ

とをいう。 

（補助対象区域） 

第３条 補助対象区域は、町内全域とする。 

（補助対象浄化槽） 

第４条 補助対象となる浄化槽は、第２条第１号から第３号に掲げるもの（以下

「合併処理浄化槽等」という。）のうち、次の各号のいずれかに該当するもの

とする。 

（１） くみ取り便所及び単独処理浄化槽から合併処理浄化槽等への設置換え

については、専用住宅又は併用住宅及び店舗関係（建築物の用途別によるし

（屎）尿浄化槽の処理対象人員算定基準（JISA３３０２―２０００）の類似

用途別番号５の欄に掲げる建築用途に示されている店舗関係） 設置される

合併処理浄化槽等並びに公共用水域の水質浄化を図るために合併処理浄化槽

等への転換が特に必要であると町長が認めたもの 

（２） 前号以外については、専用住宅又は居住面積２分の１以上の併用住宅

に設置される高度処理型合併処理浄化槽 

（補助金の交付） 

第５条 町長は、合併処理浄化槽合併処理浄化槽等を設置する者に対し、東庄町

補助金等交付規則（昭和４０年東庄町規則第５号。以下「規則」という。）及

びこの要綱に基づき予算の範囲内において補助金を交付する。 

２ 前項の規定にかかわらず、次の各号の１に該当する者については補助金を交

付しない。 

（１） 合併処理浄化槽等法第５条第１項に基づく設置の届出の審査又は建築

基準法第６条第１項に基づく確認を受けずに合併処理浄化槽等を設置する者 

（２） 住宅等を借りている者で、賃貸人の承諾が得られない者 

（３） 販売目的の合併処理浄化槽が付属した専用住宅（以下「建売住宅等」



という。）を建築（改築を含む。以下同じ。）する者（以下「建築者」とい

う。）ただし、建売住宅等を購入した者（以下「購入者」という。）は、建

築者に代わり、補助金交付の対象者となることができる。 

（４） 東庄町の町税の滞納がある法人並びに世帯員に東庄町の町税に滞納が

ある個人 

（５） 公共の道路側溝、水路等合併処理浄化槽からの適当な放流先の整備又

は確保がなされていない区域に合併処理浄化槽を設置する場合において、ガ

イドラインに定める当該放流水の処理を行わない者 

（補助金額） 

第６条 補助金の額は、合併処理浄化槽等の設置に要する費用に相当する額とし、

別表１の第１欄及び第２欄に掲げる区分ごとに、それぞれ同表の第３欄に定め

る額を限度とする。 

２ 既設の単独処理浄化槽から合併処理浄化槽等へ設置換えをする者に対する補

助金の額は、それぞれ別表２の第１欄及び第２欄に掲げる区分につき、それぞ

れ同表の第３欄に定める額に、それぞれ別表３の第１欄及び第２欄に掲げる区

分につき、同表の第３欄に定める額を加算した額を限度とする。ただし、建物

の建て替えによる場合は、前項の補助金額に１８万円を加算した額を限度とす

る。 

３ 既設のくみ取り便所から合併処理浄化槽等へ設置換えをする者に対する補助

金の額は、それぞれ別表４の第１欄及び第２欄に掲げる区分につき、それぞれ

同表の第３欄に定める額に、それぞれ別表３の第１欄及び第２欄に掲げる区分

につき、同表の第３欄に定める額を加算した額を限度とする。ただし、建物の

建て替えによる場合は、第１項の補助金額とする。 

４ 補助対象浄化槽と同時に放流先のない場合の処理装置を設置（公共の道路側

溝、水路等合併処理浄化槽からの放流水の適当な放流先の整備又は確保が当分

の間見込まれない区域に設置する場合に限る。）する者に対する補助金の額は、

前各項に規定する限度額に放流先のない場合の処理装置の設置に要した費用の

３分の１から、１，０００円未満を切り捨てた額と１０万円を比較して少ない

方の額を加算した額とする。 



（補助金交付申請） 

第７条 補助金の交付を受けようとする者は、補助金交付申請書（様式第１号）

に次の各号に掲げる書類を添えて町長に提出しなければならない。  

（１） 審査機関を経過した浄化槽届出書の写し又は建築確認通知書の写し 

（２） 設置場所の案内図 

（３） 浄化槽及び建築物の配置図（敷地内排水系統含む。） 

（４） 処理水の放流経路図 

（５） 浄化槽の構造図 

（６） 見積書の写し 

（７） 工事請負契約書の写し 

（８） 国庫補助指針が適用されるものにあっては、当該浄化槽が国庫補助指

針に適合していることを示す書類（登録証の写し及び管理票） 

（９） 貸主の承諾書（借家の場合） 

（１０） 機能保証登録証（市町村用） 

（１１） 既設のくみ取り便所又は単独処理浄化槽の現況と転換計画を示した

書類（第６条第２項又は３項に係る補助金申請者） 

（１２） 世帯全員の町税納税証明書 

（１３） 放流先のない場合の処理装置がガイドラインの基準に適合している

ことを確認できる書類（第６条第４項に係る補助金申請者） 

（１４） 装置の維持管理を行うことができる営業所を県内に有する者が自ら

施工し、使用中の維持管理までを一貫して行うことを確認できる書類（第６

条第４項に係る補助金申請者） 

（１５） その他町長が必要と認める書類 

（補助金交付申請の特例） 

第８条 建売住宅等で購入者の決定しないものについては、購入者に代わり建築

者が補助金の交付を申請することができる。 

（交付決定及び通知） 

第９条 町長は、補助金の申請があつたときは、速やかにその内容を審査し、交

付の可否を決定するものとする。 



２ 町長は、前項の規定により補助金の交付をすると決定した者については、補

助金交付決定通知書（様式第２号）により、交付しないと決定した者について

は、補助金不交付決定通知書（様式第３号）により通知するものとする。  

（変更承認申請等） 

第１０条 前条の規定により補助金の交付決定を受けた者（以下「補助対象者」

という。）は、補助金申請内容を変更する場合又は補助金に係る事業（以下「補

助事業」という。）を中止若しくは廃止しようとするときは、補助金変更承認

申請書（様式第４号）を町長に提出するものとする。 

２ 第８条の規定により、補助金の交付申請をした建売住宅等の購入者が決定し

たときは、ただちに前項の申請書に建売住宅等の売買契約書の写し又は家屋の

登記簿謄本を添えて町長に提出しなければならない。 

３ 補助対象者は、補助事業が予定の期間内に完了しない場合、又は遂行が困難

となつた場合は、速やかに町長に報告し、その指示をうけること。  

４ 町長は、第１項及び第２項の申請について承認をしたときは、補助金変更承

認通知書（様式第５号）により通知するものとする。 

（実績報告） 

第１１条 補助対象者は、浄化槽工事が完了した日から３０日以内又は、当該年

度３月２０日のいずれか早い日までに、補助金実績報告書（様式第６号）に次

の各号に掲げる書類を添えて町長に提出しなければならない。 

（１） 浄化槽の保守点検及び清掃に関する契約書の写し（補助金対象者が自

ら当該浄化槽の保守点検又は清掃を行う場合にあつては、その資格を証する

書類） 

（２） 浄化槽法第７条検査申込書（市町村用） 

（３） 工事施工に係る写真 

（４） 施工結果報告書 

（５） 請求書又は領収書の写し 

（６） 既設のくみ取り便所又は単独処理浄化槽の転換結果報告書（第６条第

２項又は３号に係る補助金申請者） 

（７） 浄化槽法第７条に係る費用を納付したことを証する書面 



（８） 浄化槽法第１０条を遵守することを誓約する書面 

（９） 浄化槽の保守点検を委託により実施する場合にあっては、浄化槽法第

１１条検査に係る公益社団法人千葉県浄化槽検査センターの千葉県浄化槽一

括契約制度要綱に基づく一括契約書の写し 

（１０） 浄化槽の保守点検を浄化槽管理者が自ら実施する場合にあっては、

浄化槽法第１１条検査の受検を契約したことを証する書面 

（１１） その他町長が必要と認める書類 

（交付額の確定） 

第１２条 町長は、前条の報告を受けたときは必要な審査を行い、補助事業の成

果が、補助金の交付の決定の内容及びこれに付した条件に適合すると認めたと

きは、補助金の交付額を確定し、補助金交付確定通知書（様式第７号）により

補助対象者に通知するものとする。 

（交付請求） 

第１３条 町長は、前条の規定による補助金の交付額の確定後、補助金交付請求

書（様式第８号）による補助対象者の請求に基づき、補助金を交付する。 

（交付の取消等） 

第１４条 町長は、補助対象者が次の各号の１に該当した場合には、補助金の交

付の全部又は一部を取り消し、又は交付を受けた補助金の全部若しくは一部を

返還させるものとする。 

（１） 不正の手段により補助金の交付決定若しくは交付を受けたとき。  

（２） 補助金を他の用途に使用したとき。 

（３） 補助金の交付の条件に違反したとき。 

（立入調査） 

第１５条 町長は、浄化槽工事の状況について、必要と認めるときは当該職員を

設置場所に立ち入らせ、調査させることができる。 

（委任） 

第１６条 この要綱及び規則に定めるもののほか、必要な事項は町長が定める。  

附 則 

この要綱は、平成３年５月１日から施行する。 



別表１（第６条第１項） 

１ 区分 ２ 人槽区分 ３ 限度額 

窒素又はりん除去能力を有する高

度処理型の合併処理浄化槽・変則合

併処理浄化槽 

５人槽 ６４４，０００円 

６～７人槽 ６８６，０００円 

８～１０人槽 ７７６，０００円 

１１～２０人槽 １，２９２，０００円 

２１～３０人槽 ２，０６０，０００円 

３１～５０人槽 ２，６９６，０００円 

５１人槽～ ３，０５０，０００円 

BOD除去能力に関する高度処理型

の合併処理浄化槽・変則合併処理浄

化槽 

５人槽 ４８９，０００円 

６～７人槽 ６５４，０００円 

８～１０人槽 ９０３，０００円 

１１～２０人槽 １，５５１，０００円 

２１～３０人槽 ２，６０７，０００円 

３１～５０人槽 ３，５０１，０００円 

５１人槽～ ３，９０６，０００円 

別表２（第６条第２項） 

１ 区分 ２ 人槽区分 ３ 限度額 

合併処理浄化槽・変則合併処理浄化

槽 

５人槽 ５１２，０００円 

６～７人槽 ５９４，０００円 

８～１０人槽 ７２８，０００円 

１１～２０人槽 １，１１９，０００円 

２１～３０人槽 １，６５２，０００円 

３１～５０人槽 ２，２１７，０００円 

５１人槽 ２，５０６，０００円 

窒素又はりん除去能力を有する高

度処理型の合併処理浄化槽・変則合

併処理浄化槽 

５人槽 ８２４，０００円 

６～７人槽 ８６６，０００円 

８～１０人槽 ９５６，０００円 



１１～２０人槽 １，４７２，０００円 

２１～３０人槽 ２，２４０，０００円 

３１～５０人槽 ２，８７６，０００円 

５１人槽～ ３，２３０，０００円 

BOD除去能力に関する高度処理型

の合併処理浄化槽・変則合併処理浄

化槽 

５人槽 ６６９，０００円 

６～７人槽 ８３４，０００円 

８～１０人槽 １，０８３，０００円 

１１～２０人槽 １，７３１，０００円 

２１～３０人槽 ２，７８７，０００円 

３１～５０人槽 ３，６８１，０００円 

５１人槽～ ４，０８６，０００円 

別表３（第６条第２項及び第３項） 

１ 区分 ２ 工事区分 ３ 限度額 

既設の単独処理浄化槽から合併処

理浄化槽等への設置替え 

配管工事に対する補助

費 

２００，０００円 

既設のくみ取り便所から合併処理

浄化槽等への設置替え 

配管工事に対する補助

費 

２００，０００円 

別表４（第６条第３項） 

１ 区分 ２ 人槽区分 ３ 限度額 

合併処理浄化槽・変則合併処理浄化

槽 

５人槽 ４３２，０００円 

６～７人槽 ５１４，０００円 

８～１０人槽 ６４８，０００円 

１１～２０人槽 １，０３９，０００円 

２１～３０人槽 １，５７２，０００円 

３１～５０人槽 ２，１３７，０００円 

５１人槽 ２，４２６，０００円 

窒素又はりん除去能力を有する高

度処理型の合併処理浄化槽・変則合

５人槽 ７４４，０００円 

６～７人槽 ７８６，０００円 



併処理浄化槽 ８～１０人槽 ８７６，０００円 

１１～２０人槽 １，３９２，０００円 

２１～３０人槽 ２，１６０，０００円 

３１～５０人槽 ２，７９６，０００円 

５１人槽～ ３，１５０，０００円 

BOD除去能力に関する高度処理型

の合併処理浄化槽・変則合併処理浄

化槽 

５人槽 ５８９，０００円 

６～７人槽 ７５４，０００円 

８～１０人槽 １，００３，０００円 

１１～２０人槽 １，６５１，０００円 

２１～３０人槽 ２，７０７，０００円 

３１～５０人槽 ３，６０１，０００円 

５１人槽～ ４，００６，０００円 

 


